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［資料l
中小会社監査についての
日税連への批判
高柳龍芳
はじめに
中小会社の法的規制見直しのために，法務省民事局参事官室が59年5月に
「大小（公開・非公開）会社区分立法及ぴ合併に関する問題点」（以下，「問
題点」という）を発表したが，その結果，各界からの意見が相継いで公表さ
れた。
とくに活発な動きをみせていた，日本税理士会連合会は， 59年10月に「問
題点」に対する「意見書」を公表したが，続いて， 60年2月19日付で，日税
連商法対策特別委員会第一次資料と銘うって，「専門家『監査』の基準内容
等の考え方及び会計帳簿適法作成証明基準（仮称）」（末記に参考資料）を世
に問うにいたった。
さて，この「専門家『監査』の基準，内容等の考え方」（以下，「考え方」
という）は，第一次検討資料と銘うったように，なお審議を尽くすべき点
を残すものとして，弾力的要素を含んだものであると考えることができよ
う。しかし，基本的には，日税連の立場を表した考え方であるといえるだろ
う。
ここでは， その都度，必要に応じて部分的には，「会計帳簿適法作成証明
基準」（以下， 「証明基準」という）にも触れ乍ら， 「考え方」を中心にして
私見を述べたいと思う。
74(334) 第 30巻第 3 号
さて， 「考え方」のIまえがきでは， 59年10月に日税連が公表した「意見
書」の 2 「計算・公開に関する問題点」中， 5 （専門家による外部監査）に
おいて主張された文言が再録されている。すなわち， 「会計専門家による外
部『監査』については，①正規の監査とは異なる限定された『監査』とし
て，③社会的に有用であり，⑧中小会社にとって現実的に受け入れ可能な制
度として，また，④外部『監査』人の負担と責任に配慮して，構成されるべ
きである」としている。
日税連商法対策特別委員会は，上記のごとき四つの柱を中心として作業を
すすめた結果，証明基準をとりまとめたのである。
さて，「考え方」は，「I,専門家『監査』の基準，内容等の考え方」―’
総論のところで，証明基準の根幹に流れる考え方としての，限定された「監
査」の意味づけを述べている。
それによれば，限定された「監査」とは，その目的，性格から生ずるもの
としている。すなわち，この限定された「監査」とは，商法に基づく閉鎖的
中小会社を対象とするものであって，会社監査人の監査を強制される商法特
例法第2条に該当する会社以外の株式会社又は，証取法に基づく公開された
会社でないことを挙げている。
したがって，「考え方」は， 目的や性格のちがう監査を想定することによ
り， その位置づけとして，次のような結論を導く。「専門家『監査』の『監
査』事項は，商法第281条の3第2項2号， 9号所定の会計帳簿の記載洩れ，
または不実の記載がないこと並ぴに貸借対照表，損益計算書およぴ付属明細
書の記載の会計帳簿との合致の有無の『監査』に限定されたもの」としてい
る。
ここでの論理的展開によれば，監査は，閉鎖会社と公開会社によってその
性格と目的を異にするものである，という前提を置くことによって，限定さ
れた「監査」という概念を導きだすのであるが，続いてこのような限定され
た「監査」であっても， 「会計帳簿の記載洩れ， または不実記載の有無は，
計算書類作成の基礎となるものであり，この専門家『監査』は，中小会社の
中小会社監査についての日税連への批判（高柳） （335)75 
の計算の明確，適正を図るうえに極めて有用である」として，限定された
「監査」であっても有用性を持ちうることを謳っている。
以上のような論理の上にたって組み立てられた， 「考え方」の中で， 考慮
すべき何点かがうかがえるので，その点について検討を加えてみたい。
1. 「考え方」にみられる，監査目的と性格について
さて，ここでは，つぎの二点について問題を提起できるであろう。
その第ー は， 「考え方」が閉鎖的中小会社と公開会社という， 会社形態も
しくは規模の相異に応じて監査の目的や性格が異なると断じているが，その
発想に問題を残しはしないかという点である。
その第二は，会社の計算の明確性や適正性を立証しようとする場合に，限
定された「監査」という考え方が成り立つのだろうかという点である。
さて，第一の，閉鎖的中小会社と公開会社における監査の目的乃至性格に
ついては，相異があるとはどんなものを指すのであろうか。この「考え方」
においても「この……監査は，中小会社の計算の明確，適正を図る」と述べ
ているように，監査の目的を会社計算の明確性と適正性の立証に置いてい
る。その限りにおいては，限定された「監査」もまた，正規の監査における
目的と何ら異なるところをもつものでないと考えられる。
この「考え方」にみられる限定された「監査」の意味を整理してみると，
つぎの三点にしぼられてくる。
第ーは，経済面，事務面において中小会社への負担をかけないための，監
査手続適用の範囲ないしは方法の簡素化という，監査範囲を限定した監査だ
ということである。
第二は，この監査は，摘発的，批判的な性格を持つものではなく，指導性
に重点をおくという意味で性格上限定された「監査」である。
第三は，証拠書類は取引事実を正しく反映していることを前提とした上
で，そのような会計記録とその基礎となったこの種の証拠書類に監査対象を
しぽり，その結果得られた会記録に対する責任を負うという意味において，
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監査責任の限定された「監査」である。
さて，上記のような性格をもった限定された監査という立場で，どのよう
な監査が可能となるかについて検討してみたい。
そこで， 「考え方においては，限定された『監査』で示される目的が， 中
小会社の計算の明確化と適正化を図る点にあることはすでに照会した通りで
あるが，その目的を達成するための監査目標は，会計帳簿の記載洩れまたは
不実の記載の発見というところに焦点をあてていることも前述した通りであ
る。しかも，この監査目標を達成するための『監査』対象は，原則として，
会計記録およびその基礎となるべき証憑書類に限定する」（二，内容等の骨
子1.)という，監査手続上の範囲限定によって実施されることになる。
しかし，会計帳簿の記載洩れや，不実の記戴のないことについて立証する
ためには，監査手続における範囲の限定された監査によって達成される可能
性はなく，通常の監査手続を行使しなければならないことについては，すで
に，公駆会計士協会の「意見書」をはじめとして多くの論者によって指摘さ
れている通りである。
なお， その点に関しては，「考え方」の中において，記録と記録との照会
（内部証拠）だけに頼っていて，計算の適正性を立証できない場合をも想定
している。「実査，立会， 確認は， 原則として行わず，これに替えて，会社
の実施記録を覧閲すること」（二，内容等の骨子4.）としながらも，続いて，
但し書きに「必要と認めた場合には， これを実施するものとする」（同上）
と述べると同時に， 「証明基準」においても，第2通常の監査手続，国計算
書類項目の「監査」手続，においては，現金，手形債券，売掛金，貸付金，
有価証券，たな卸資産等に関しては，必要と認めた場合には，それぞれ，実
査，立合，確認等の監査手続を実施する旨指示を与えている。
この「証明基準」は，建前として，監査手続を内部証拠のみに求める方法
に限定しながらも，必要と認めた場合には外部証拠を求めることを規定して
いる。そのため，当事者，すなわち，監査を実施する監査人の立場からみて
も，また，監査報告書を読む外部者の立場からみても，大いに混乱を表すべ
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き論理構造となっている。まして，内部統制組織の整備の度合からいって，
殆んど常にその信頼性に欠けるであろう中小会社の場合，監査人は，常に
「必要と認める場合」に遭遇することになるだろうことは想像に難くない。
つぎに， 限定された「監査」の性格の一つとしてあげた， 「批判的なもの
ではなく，指導的なもの」一，総論）とされている点に触れてみたい。
さて，監査の目的が「会計帳簿の記載洩れ，または不実の記載がないこ
と」への立証という点に置かれる限りは，その監査の性格は， 「指導的」で
はなくて，「批判的」であらねばならない。すなわち，監査の過程において，
誤謬や脱漏などを監査人が発見した場合，監査人が指導性を発揮して，その
是正のために勧告を行うのは，企業規模の大小にかかわりなく当然の行為で
ある。監査が会計記録の適正性について立証することを目的にしている限り
は，この指導性は，批判性を発揮するための前提的行為となりうるにすぎな
いと考えるべきである。
けだし，中小会社の場合は，会計組織なども十全を期し難いことから，監
査人は監査の過程において，指導性を発揮すべき余地を多分に残しており，
そのため，監査業務の中心的課題としてこの指導的能力への期待がかけられ
ることは当然のことである。
2. 中小会社の会計基準について
さて，監査の目的乃至は性格に関して，閉鎖会社と公開会社における，そ
の相遮を検討する前に，重要な課題として，会計の目的ないしは性格に関し
て，両者における，その相遮について考えておく必要があるだろう。会計の
基準が前提として存在しない限り，監査は成り立たない。専門家が監査をす
るに当っては，被監査会社の決算書が，一般に認められた会計の基準に準拠
して作成されているかどうかに襲わってくるからである。業種が異なれば，
異なるように，会社規模に大小があれば，それなりに，その範囲の中で「一
般に駆められた会計の基準」がなければ「一般に隠められた監査」は成立し
えない。
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さて，ここで，一般に認められた会計の基準は閉鎖会社と公開会社とで
は，それぞれその適用に関して差異が生ずるものなのかどうかを検討してお
く必要があるだろう。
ところで，わが国には，一般に認められた会計の基準としては，すでに
「企業会計原則」がある。そこで，この原則についてみれば，まず，その中
の，一般原則は，真実性の原則，正規の簿記の原則，資本取引と損益取引の
区分原則，．明瞭性の原則，継続性の原則，保守主義の原則及ぴ単一性の原則
などから成るが，これらの原則は，企業会計の根本原則であって，企業規模
の大小や，業種の相遮によって選択されるごとき原則ではないと考えられる
ので，閉鎖会社であっても当然守るべき会計の基準となるであろう。
続いて会計処理の手続や，財産評価の原則を示すところの，貸借対照表原
則にしても，損益計算書原則にしても，閉鎖会社であるからといって，これ
らの諸原則を削除してしまうことは，基本的にはできないであろう。発生主
義実硯主義，費用配分の原則あるいは費用収益対応の原則等はやはり近代
会計の基本的な処理乃至評価原則を示すものである。たとえ，現金主義が認
められる場合であっても，それは例外的な処理の原則とされるにちがいな
い。閉鎖会社に関しての会計基準は一般に認められた会計原則のフレームワ
ークの中で，十分に生き残るものと考えられる。
しかし，閉鎖会社が作成する決算書に関しては，おそらく，公開会社程の
複雑さを必要とはしないであろうから，それとは別個に閉鎖会社の内容にふ
さわしい計算書類規則又は，財務諸表規則が制定されることは必要と思われ
る。
今，財務諸表公表の目的である，外部利害関係者の保護という観点から，
公開会社と閉鎖会社についての差異を考えてみれば，次の点に特徴を見出す
ことができよう。すなわち，保護の対象となるべき利害閲係者とは，公開会
社の場合は，地域的，時間的にも拡散した，茫大な数にのぼる株式所有者と
社債権者，ならびに，中小規模の取引先債権者である。他方，閉鎖会社の場
合は，保護の対象となるのは，株式所有者や社債権者ではなくて，中小規模
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の取引先債権者にのみ限られてくるであろう。
したがって，もし，公開会社と閉鎖会社における，会計の基準に異なる点
を求めるとするのであれば， それは， 「企業会計原則」における会計処理の
原則や評価原則ではなくて，せいぜい公表財務諸表の作成基準においてであ
ろう。保護の対象となるべき利害関係者の数も少なく，したがって社会的影
蓉が割合に小さいと云えるであろうし，その結果，会計処理が単純であっ
て，提供すべき会計情報の内容も複雑でない中小企業の場合であれば，簡易
な形態をもつ財務諸表の作成で十分であると考えることができるのである。
3. 中小会社の監査基準のあり方
以上のように，閉鎖会社については，その財務諸表作成に関する会計基準
が簡素なものであってよいとするならば，公開会社の財務諸表作成基準とは
異なるもとして制定されてよいであろう。その結果として，公開会社に比べ
て，閉鎖会社は，簡明な財務諸表を公表すば足りるとした場合，監査はどの
ような形態であればよいのであろうか。
ところで，監査を実施するに当って監査人が作るべき基準としての，現行
の監査基準は次のような構造となっている。
まず，一般基準の第ーは，監査能力の原則であり，第二は，独立性の原則
であり，第三は，正当な注意の原則である。
続いて，監査実施基準においては，その第一で，監査実施に関する計画と
監督の原則，第二で，内部統制の原則，第三で，監査証拠の原則が述べられ
ているが，これらの原則は監査を担当する者として，当然遵守すべき原則で
あって，公開会社であれ，閉鎖会社であれ，適用に関しては問題はないであ
ろう。
この一般基準の中で，閉鎖会社の監査に関わり問題となっているのは，第
ー原則である，監査能力の原則である。正規の財務諸表監査において監査能
力を有する者は，公駆会計士という有資格を指している点で世間の駆めると
ころであろう。もし，閉鎖会社へ監査の枠を拡げるとした場合，監査担当者
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の監査能力はどのように問われるのであろうか。この場合も，第一原則に謳
われている要件，乃ち，監査人としての適当な専門的能力と実務経験を有す
るという要件を具備すべきことは当然といえる。問題となるのは，具休的な
能力の程度をどこでおさえるかということであろう。
多くの閉鎖会社が監査対象会社となれば監査人の数が問題となる。理想的
な形をとるとするならば，監査対象会社を年月かけて漸増させるのが最も良
い方策であろう。そのことは，直ちに公認会計士の資格者の増加とパランス
をとらせることが可能となるからである。しかし，現実の問題として，一挙
に監査対象会社を増加させようとする方向を目指そうとする限りは，税理士
その他の会計専門家を利用せざるをえなくなろう。
公認会計士以外の会計専門家を監査専門家として，閉鎖会社を監査させる
ためには，何らかの条件を付すことが大切となるであろう。大小会社区分立
法の成立の後をうけて，監査の実施までは，ある程度の猶予期間を設け，そ
の間に，監査専門家としての能力の開発と修練を積ませる必要があり，さら
に，第二の原則である，独立性の要件をも満たさしめるような配慮が必要と
なるであろう。
監査人の専門的能力を現在の段階から引き下げることは十分いましめられ
ねばならない。閉鎖会社の監査をテコにして監査人の専門的能力を低下させ
ることは，ひいては，監査全般に対する信頼性の低下につながる可能性をも
含むことになろう。監査能力の質的低下をきたさぬ配慮こそ重要である。
4. 監査手続の適用範囲に関する問題点
さて，監査実施基準の中にある，内部統制の原則や，監査証拠の原則は，
閉鎖会社の監査とどう関わりあうのであろうか。日税連の「証明基準」によ
れば，試査の前提として， 内部統制組織という名称を使用していない。「帳
俺組織，管理組織……を総合判断して……合理的に決定する」と述べている
のは，閉鎖会社においては，内部統制組織は整備できていないことを前提と
しているからであると考えられる。
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さらに，現行監査基準における第二の， 監査証拠の原則においては，「合
理的な基礎を得るまで監査を実施」することになっているのにひきくらべ，
「考え方」では，外部証拠を収集しないことを原則としていることから，正
規の監査とは，実施基準においてはかなり重要な差異が生ずることになろ
う。
さて，ここで，閉鎖会社に対する監査手続とはどのようなものであるか，
公開会社と比較してどのような差異が生ずるものなのかについて検討してみ
たい。監査手続の方法の遮いを知ることによって，監査証拠の性質や収集の
程度への理解につながり，ひいては監査実施基準又は準則のあるべき姿を確
定しうることになるからである。
さきに，閉鎖会社における財務諸表作成基準に関しては，公開会社と比べ
簡略化されてよいであろうと述べたが，閉鎖会社の公表財務諸表が簡略に作
成されてもよいという前提であるならば，それを対象として行なう監査はか
なり簡略化されるであろうことは当然の帰結である。閉鎖会社の取引量が少
なく，かつ会計内容が簡易であり，会計処理や手続が単純であるならば，監
査対象となる会計記録は量的に減少する筈だからである。
このような意味から，閉鎖会社の監査の対象ないし範囲は限定をうけるに
遣いない。そういう意味で，中小会社の監査は簡単な監査，又は限定された
監査と呼ぶにふさわしい。 しかしこのことは， 「実施可能にして合理的であ
る限り省略してはならない」とされる通常の監査手続の一部を実施可能にし
て合理的であるにも拘らず，省略してもよいということを意味するものでは
なかろう。
具体的に例示するならば，一般監査手続のみを適用し，個別監査手続を省
略してよいという監査実施における簡易化を意味するものではない。「簡易
な監査」とは，あくまでも，通常の監査手続を省略することなのではなく
て，監査の対象となった証憑害類の量的な減少に基づく，監査手続（証拠量
の減少に伴う）の量的な筒易化であり，質的変化を意味するものではない。
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5. 会計証拠が監査証拠に転化するための条件
さて，ここで，もう一度，限定された「監査」について検討してみよう。
まず，正規の財務諸表監査のために設定されている「監査基準」におい
て，その「第一総論3」において，「監査手続の適用は試査による」とあり，
以下に「試査の範囲は，企業の内部統制組織の信頼性の程度を勘案して，合
理的にこれを決定する」とある。
近代監査は試査が前提されているとはいえ，元来，財務諸表が全体として
適正であることを立証しようとするならば，，会計記録のすべてが取引事実を
正確に反映していることを証明する必要があるだろう。例えば，取引記録
は，取引の発生したことを示す証拠書類であって，一般には会計証拠といわ
れている。しかし，この取引記録が取引事実を正確に反映して作成されたか
どうかについて立証するのは困難な場合が多い。
監査人は，取引記録が取引事実を正確に反映せしめていることを証明しな
ければならない。会計証拠として存在している取引記録を監査証明のための
基準資料としての監査証拠に転化させるには，そこに一つの媒体がなければ
ならない。その媒体となるものが，監査人の行う監査手続である。
監査人の実施する監査手続を経ることによって，はじめて会計証拠は監査
証拠へと転化する。監査人が一定の取引記録に対し突合や勘定分析や質問等
の監査手続を適用することによって，そこに取引事実が裏づけされていると
の心証ないし確証を得ることで，会計証拠は監査証拠に変わるのである。
このように会計証拠をば監査証拠へと転化させるためには，そこに監査行
為という媒体の存在が不可欠であることはすでに述べた通りである。しか
し，監査人がこのような媒体行為をなしうるための条件，すなわち，会計証
拠が監査証拠に転化したことに確信をもつことのできる条件とは何なのであ
ろうか。取引記録の監査手続において，多くの場合，証憑書類を会計記録間
の照合だけで，その背後にある取引事実の実態的調査を抜きにして（一般監
査手続のみで，個別監査手続を省略することで），監査証拠として検証でき，
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心証をうるためには，重要な条件が最低限必要であろう。
さて，重要な条件の一つとは，いうまでもなく，内部統制組織の信頼性が
存在しているということである。内部統制組織が整備され，運用されていて
はじめて取引記録の検証が可能となるのが，監査における一般的な常識であ
る。内部統制組織の信頼性の程度に応じて，証憑書類は証明能力を付与され
るのである。試査の論理はそこから導き出されているのである。すなわち，
内部統制組織の信頼性が裔い場合には，証憑書類の背後に取引事実が存在す
ることについての推定が可能となるのである。
このような内部統制組織が存在ずることで試査の範囲が決定でき，そのこ
とによって，はじめて，被検査対象となった財務諸表の適正性についての証
明が可能となるのである。内部統制組織の信頼性の程度に応じて，試査の範
囲があるいは拡大され，あるいは縮少されるという，両者のバランス関係に
したがって，財務諸表監査における監査証拠の証明力が恩識されることにな
るのである。
しかしながら，内部統制組織の信頼性の程度に応じ取引記録の証明能力が
保証されているという意味は，取引事実を実態的に調査した結果としての保
証なのではなく，あくまでも取引事実の存在を推定しているにすぎないとい
うことを理解しておく必要がある。
したがって，取引記録の監査手続を経ることによって推定された取引事実
に関して，より一層の確信を高める操作として，外部証拠を求めて実質勧定
の調査（多くの場合，個別監査手続としての実査・立合・確認など）を行う
ことが重要な意味をもってくるのである。
このように，外部証拠を求めるという操作が，監査手続の一躁として位置
づけられているということは，取引事実の裏付けのために重要な意味をもっ
ていることを示すものではあるが，さらに，取引事実の実態的な調査を実施
することに代えて，内部証拠を求めることで，取引記録の監査が成りたって
いるのは，内部統制組織が整備され，運用されているという前提があってこ
そいえることなのである。
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現行の「監査基準」から内部統制の論理をはずすことはできない。内部統
制組織の信頼性なしに硯在の監査が成立しないことは，その「第一総論4」
で「内部統制組織が著しく不備であるため，監査実施の基礎条件が成熟して
いないと認められた場合には，監査契約の締結を見合わせるか又は一定期間
を限り内部統制組織改善のための指導を行うことが望ましい」とあるように
明らかである。
7. 閉鎖会社監査への道程
さて， ここで，「考え方」の「総論」に戻りたい。そこでは「この専門家
『監査』は，商法に基づく閉鎖的中小会社・…..を対象として行われるもので
あり，証券取引法に基づく公開された会社を対象としたものでなく，その目
的，性格が明らかに異なっている」と述べていることは，すでに紹介した通
りである。
ところで，前述したように，取引記録の監査では，その記録の背後に取引
事実が存在していることへの推定に関して確信がもてなければならない。そ
して，そのような推定の可能性は，内部統制組織の信頼性に支えられること
によって確かなものになるのである。
さて，閉鎖会社における会計基準の簡易化が考えられることは前述した通
りである。又閉鎖会社であれば，会計記録も比較的には少ないであろうか
ら，その量的な面からの監査対象の範囲は縮少されるであろうことも述べ
た。しかしながら，このことが，監査手続の重要な部分の省略には直ちにつ
ながるものではないことも前述の通りである。とくに，財務諸表の適正性を
立証するには，外部証拠をうるための個別監査手続が省略されてはならない
こと，さらに，内部統制組織の信頼性がえられていない場合には，記録の背
後にある取引事実の存在についての推定が，確信へと導かれることの不可能
であることについても既述した。
「考え方」によれば，専門家「監査」においては，内部統制組織の信頼性
を，その前提として考慮に入れてはいないように思える。ただし，帳俺組織，
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管理組織を判断して監査手続の通用を決定すると述べていることから，必ず
しも， 内部統制組織を全面的に否定しているわけではないにしても， 「専門
家『監査』は—その性格が明らかに異っている」一つの理由として，閉鎖
会社には，内部統制組織の信頼性が欠けていることを，暗黙の前提としてい
るように思える。
もし，そうであるならば，内部統制組織の信頼性がないにも拘らず，限定
された「監査」でよいという論理は，逆立ちした幻想であって，その場合の
帰結としていえることは，拡張された「監査」こそがより必要とされること
となるであろう。すなわち，内部統制組織の存在を前提としないこの専門家
「監査」が，閉鎖会社の計算の明確，適正を図るうえに有用であるために
は，限定された「監査」を否定して，逆に拡張された「監査」を主張しなけ
れば，論理の一貫性が存在しないことになる。
計算の明確と適正を図ることを目的とする監査であるならば，会計記録が
取引事実を正しく反映していることについて，立証することが大前提となる
であろう。「考え方」が述べているように，「その証憑書類については，……
取引事実を正しく反映しているものとして扱う」というように前提をおく限
り，監査そのものが意味をなさなくなってしまうからである。
さて，そこで，限定された「監査」があるとするならば，それはどのよう
な条件を与えることによって可能となるであろうか。その一つは，最終的に
は正規の監査を目ざしながら，過渡的な段階の過程としての簡易監査が考え
られよう。
わが国に，証券取引法監査が導入された当初，大蔵省は，正規の財務諸表
監査の制度化に到るまでの段階的措置として次のような方針に基づいて限定
された監査を実施している。
その第一段階は，昭和26年7月からの初度監査で，会計組織の整備を目的
として実施された。第二段階は，昭和27年1月からの次年度監査で，会計組
織の運用状況の評定を目的として実施された。第三段階は，昭和27年7月か
らの第三次監査として，内部監査の充実を目的として実施された。
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以上の監査は，いわゆる会計制度監査として，内部統制組織の整備運用に
重点をおいて実施されたものである。その後の第四段階は，昭和28年1月か
ら，第五段階は昭和30年1月から，同31年12月末にいたる期間で，それぞ
れ，残高監査を行うことを目的として，正常監査が実施されたのである。
このような五年間に亙る準備段階を経て，公認会計士監査制度は正規の財
務諸表監査へと移行した訳である。
閉鎖会社の監査といえども，その計算の明確化・適正化を担保するものと
しての有用性を持たすことを目標におくとするならば，正規の監査が経てき
て到達するに到った道程にならって，同じように，閉鎖会社の限定された「監
査」もまた，一つの過渡的段階としての位置づけを与えるべきであろう。
したがって，もし，限定された「監査」が正規の監査に到るための一過程
であるとするならば，この「証明基準」もまた，過渡的な監査の基準である
ことを明確にしておくことが必要かと思われる。
7. むすび
さて，最後に，限定された「監査」であるべき必要性について，一つの論
議がなされている。
わが国では，過去長年にわたって，有限責任会社としての中小会社が育成
されてきた。大会社に伍しながら，これら中小会社によって経済の活性化が
はかられ，社会に対しても大きな貢献を果してきたのである。現実に多数存
在しているこのような中小会社を，監査を必要としないだけの理由から無限
責任会社に転換させることは殆んど無謀に近いとの批判がある。
他方，物的な有限責任制を根拠におく限りは，債権者保護を図るために監
査を必要とすることは当然とする艤論がある。しかしながら，監査を実施す
るとして，いわゆる正規の監査を中小会社に対して行うのは，費用負担とい
う点で極めて過酷なものとなるだろうという考え方がある。
こういった，物的有限責任制に対する債権者保護という社会的要求と，監
査に対する費用負担の過重を避けるという中小会社の要請との間にあって生
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まれた妥協の産物が，限定された「監査」なのである。
ところで「証明基準」実施準則第1総論2の但し書によれば，「提示され
た資料に重大な記載洩れ，不実記載のあることが，特に疑わしい場合には，
会社に質問し説明を求め，または新たな証拠資料の提示を求めるものとす
る」とあるが，この新たな証拠資料とは，いわゆる取締役の作成する「確認
書」を意味しているようである。「証明基準」においては， 証憑書類につい
ては，取引事実を正しく反映していることを前提としている監査であるた
め，証憑書類に重大な記載もれや不実記載があった場合には，取締役側に対
し確隠書を提出させることによって，監査人の責任を回避せしめようとの発
想があると思われる。
この場合，まず第一に決着をつけておかねばならない問題は，取締役の責
任の強化である。このような確謁書が存在価値を持ちうるためには，取締役
が監査資料を監査人に提示するに当りその取締役に対して極めて厳格な義務
づけを行なう責任規定を，法改正にもりこまねばならないだろう。おそら
く，そのためには，取締役の責任は，債権者に対しても無限責任社員に近い
程大きいものとならざるをえないであろう。
第二の問題としては，取締役による監査人への監査資料提出義務と，それ
をうけての監査人の責任との関係ないしは範囲区分について，明確にしてお
かねばなるまいが，その限界づけはかなりむずかしいように思える。
いずれにせよ，外部証拠を求める監査手続を，原則としてとらない方法や，
取締役による監査人への監査資料提出義務の強化がなされたにしても，閉鎖
会社における計算の明確化，適正化を図るためには，将来に向かっては，正
規の監査を目指すべきである。これこそが，物的有限責任会社としての存立
を十全ならしめる唯一の方法でーある。そのような状況に耐えることのできな
い中小会社は，いずれ，合資会社又は合名会社へと衣がえを図らざるをえな
くなるであろうと思われる。なお，一言をつけ加えるならば，社会の監査に
対する認識が深まるにつれて，無限責任会社であっても，監査を必要とする
時代がいずれはおとずれてくるであろう。
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I.まえがき
日本税理士会連合会の昭和59年10月5日の理事会においては， 「大小（公開・非公
開）会社区分立法及び合併に関する問題点」に対する意見書を決議した。
その中で，会計専門家による外部「監査」については，①正規の監査とは異なる限
定された「監査」として，③社会的に有用であり，⑧中小会社にとって硯実的に受け
入れ可能な制度として，また，④外部「監査」人の負担と責任に配慮して，構成され
るべきであるとした。
また，専門家「監査」の基準，内容等については，重大な関心をもって硯在審議を
進めているので，今後の検討に当たっては，当会の意見を充分聴取されるよう要望意
見を述べている。
この決議に基づき，商法対策特別委員会においては，上記4条件に満たす「監査」
の内容等につき鋭意検討を進めてきた。
そして，中間的な内部資料として， 「専門家「監査」の基準， 内容等の考え方及び
会計帳簿適法作成証明基準（仮称）」をとりまとめた。
会計帳簿適法作成証明が制度化される場合に， その基準， 内容等が，「専門家「監
査」基準」として成文化されるか，法務省規則として制定されるかは，現段階では不
明であるが，同制度に係わる多数の関係者の間において重大な関心が持たれていると
ころである。
そこで，当委員会においては，他団体に先がけて，中間的に第一次検討資料をとり
まとめた。この第一次検討資料は，なお審議を尽くすべき点を残しているとともに，
弾力的な要素を含んでいるが，専門家「監査」の基準，内容等を考える際の参考とし
て呈示するものである。
I．専門家「監査」の基準、内容等の考え方
ー，総論
この専門家「監査」は，商法に基づく閉鎖的中小会社（会計監査人の監査を強制さ
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れる商法特例法第2条に該当する会社以外の株式会社）を対象として行われるもので
あり，証券取引法に基づく公開された会社を対象としたものでなく，その目的，性格
が明らかに異なっている。
そこで， 専門家「監査」の「監査」事項は， 商法第281条の3第2項2号， 9号所
定の会計帳簿の記載漏れ，または不実の記載がないこと並びに貸借対照表，損益計算
書および付属明細書の記載の会計帳簿との合致の有無の「監査」に，限定されたもの
とする。
このように，限定された「監査」とはいえ，会計帳薄の記載漏れ，または不実記載
の有無は，計算書類作成の基礎となるものであり，この専門家「監査」は，中小会社
の計算の明確，適正を図るうえに極めて有用であると思われる。
また，この専門家「監査」は，会計専門家としての知識，能力と実務経験を有する
者によって，公正，独立の立場で，しかも正当な注意をもってなされなければならな
いことは当然である。
そして，特に「監査」手続適用の範囲，方法を簡素化し，経梢的にも事務的にも中
小会社に過重な負担をかけないものとする。
さらに，この専門家「監査」は，摘発的，批判的なものではなく，指導的なもので
あるので，中小会社の会計帳簿が適正に作成されるよう期待して，会計組織の整備を
指導しなければならないものとする。
また，専門家「監査」の性格として，次の事項が明らかにされる必要がある。
・（1) 証明者は，会計帳締に対する意見に関して責任を負うのであって，会計帳簿の
作成に関して責任を負うものではない。
(2) 証明者は， 「監査」に関し，強制調査，反面調査，捜査の権限がないので，自
ずから「監査」の範囲，深度に限度があるとともに，効率性，経済性のうえから
「監査」手続の適用が制限され，その適法証明は証明基準の範囲内のものであり，
不正過失の事実が皆無であることを保証するものではない。
二，内容等の骨子
1. 「監査」対象は， 原則として， 会計記録およびその基礎となるべき証憑書類に限
定することとする。なお，その証憑書類については，通常の場合には，取引事実を
正しく反映しているものとして扱うものとする。
ただし，重大な不実記載等のあることが特に疑わしい場合には，質問，または，
新たな証拠書類の提示を求めるものとする。
2. 精査は，実際上，不可能であるので試査によることとするが，その方法，程度，
範囲は，諸種の状況を判断して決定するものとする。
3. 会計処理の継続性および特定引当金の適否に関しての判断を行わないものとし，
商法の評価規定中の一定事項に限って，その適否の判断を行うものとする等その範
囲を限定するか，または，会計処理の判断をする場合には，中小会社間において一
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般に公正なる会計慣行として容認されているものによることを考えている。
4. 実査，立会，確認は，原則として行わず，これに替えて，会社の実施記録を閲覧
することとする。ただし，必要と認めた場合には，これを実施するものとする。
5. 「監査」手続は，予備調査の手続，期中記帳の「監査」手続，計算書類項目の「監
査」手続とし， それぞれ簡素化に配慮して定めることととする。なお，「監査」対
象会社の規模，業種，業態に対応した弾力性のあるものとする。
6. 証明者は，証明書に意見を記載するに際し，会計帳締に記載すべき重要事項が全
て記載され，重要な不実の記載のないことを明瞭に記載するものとする。
7. 「監査」に当たっては， 別に定める「監査」契約書（業務の内容， 当事者の責任
等を定めたもの）を締結するものとする。 なお， 「監査」を実施することが不可能
と認められる場合は，「監査」契約を見合わせることができることとする。
8. 経過規定
この制度を全面的に実施するまで一定の準備期間を置き，その間は，所定の経過
措置を設ける。
Il[．会計帳簿適法作成証明基準（仮称）
（昭60.2.19日税連商法対策特別委員会第1次検討資料）
第1 一般基準
1 会社が作成する会計帳簿の「監査」は，会計専門家としての知識，能力と実務経
験を有する者により，公正・独立の立場において行われなければならない。
2 前項の会計帳簿適法作成証明者（以下証明者という）は， 「監査」の実施およぴ
会計帳簿適法作成証明書（以下証明書という）の作成に当たっては，会計専門家と
しての正当な注意をもってこれを行わなければならない。
3 証明者は，業務上知り得た事項を正当な理由なく漏洩しまたは窃用してはならな
い。
4 証明者は，平素より職務を行うに必要な理論の習得・探究および技術の向上に努
めなければならない。
5 証明者は，会計帳簿に対する意見に関して責任を負うのであって，会計帳簿の作
成に関して責任を負うものではない。
6 証明者は， 「濫査」に関し， 強制調査，反面調査，捜査の権限がないので，自ず
から「監査」の範囲，深度に限度があるとともに，効率性，経済性のうえから「監
査」の手続の適用が制限され，その適法証明に証明基準の範囲内のものであり，不
正過失の事実が皆無であることを保証するものではない。
7 適法証明をするための「監査」は，批判的なものでなく指導的なものであるの＇
で，証明者は，会計組織の整備について指導する。
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第2 実施基準
1 証明者は，証明書作成の目的に照らし，会計帳簿を計画的に「監査」しなければ
ならない。
証明者は，補助者を使用するにあたり，適正な計画に基づいて十分に指導監督し
なければならない。
2 証明者は，会計帳簿に記載すべき重要事項が全て記戦され，重要な不実の記轍が
ないことならびに貸借対照表，損益計算書および附属明細書の記載が会計帳簿の記
峨と合致していることに関する意見を表明するため，会社に対し必要な資料の提出
を求め，かつ，意見の交換をはかるなど，合理的な基礎を得るまで「監査」を実施
しなければならない。
第8 証明書作成基準
1 計算書類に添付して公開される証明書には，証明者がこの「監査」基準にしたが
って実施した「・監査」の概要および意見を明瞭に記載しなければならない。
2 前項の意見として，会計帳簿に記載すべき重要事項が全て記載され，重要な不実
の記峨がないことならびに貸借対照表，、損益計算書および附属明細書の記戦と合致
していることを記載しなければならない。
（経過的措置）
この証明基準を全面的に適用して「監査」を実施する時期は，この制度の発足後0
年を経過したときとし，その間は，会計組織監査もしくは項目，手続を特定した監査
を実施し，適用会社についても段階的に範囲を広げる等の措置を講ずることとする。
実施準則
第1 総論
1 ここにいう「監査」手続きとは，証明者が会計帳簿に対する自己の意見を保証す
るに足る合理的な基礎を得るため，証拠を求めて「監査」する手続をいう。
(2) 「監査」手続は「通常の監査手続」と「その他の監査手続」とからなる。「通常の
監査手続」は，会計帳簿適法作成証明において，証明者が通常実施すべき「監査」
手続であって，実施可能にして合理的である限り省略してはならないものである。
「その他の監査手続」は，証明者が，その時の事情に応じ必要と認めて実施すべき
ものである。
2 証明者が行う「監査」は，原則として，当該会社の会計記録および会計記録の基
礎となるぺき証憑書類を対象とするが，会計記録の基礎となるべき証憑書顆iま，通
常の場合は，取引事実を正しく反映しているものとして扱うものとする。
ただし，提示された資料に重大な記載漏れ，不実記載のあることが，特に疑わし
い場合には，会社に質問し説明を求め，または新たな証拠資料の提示を求めるもの
とする。
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3 （第一案）
この「監査」に当たっては，会計処理の継続性および商法第287条の2の引当金
の適否に関する判断は行わないものとする。
なお，商法の資産評価に関する規定の適用の適否に関する判断については，商法
第34条2号（固定資産の評価），第285条の2 （流動資産の評価）および第285条の
4 （金銭債権の評価）に限って行うものとする。
（第二案）
会計帳簿の作成に関して料酌する公正なる会計慣行とは，会計帳簿適法作成証明
の対象となる会社間において一般に公正なる慣行として容認されているものをい
ぅ。
（注）第ー案は，会計処理の判断を行う事項を限定することを前提としたものであ
り，第二案は，中小会社独自の公正なる会計慣行があることを前提としているも
のである。
4 「監査」手続の適用は， 試査による。試査の方法，程度，範囲については，会社
の状況，帳簿組織，管理組織ならびに勘定項目，金額の重要性，勘定分析の結果等
を総合判断して，効率性，経済性を考慮のうえ合理的に決定する。
5 証明者は，「監査」の効率性， 経済性の保持のため， 常時会社と意見の交換をは
かり，かつ必要に応じて会計組織，会計擬簿の作成等の整備，改善を勧告しなけれ
ばならない。
6 証明者は，予め会社の実情に適した「監査」計画を設定し，特に「監査」手続の
適時性と秩序性，「監査」対象の重要性と危険性その他の諸要件を十分に考慮した
うえで，計画的に「監査」を実施しなければならない。
7 証明者は，会計専門家としての正当な注意をもって「監査」したことを立証する
ため，かつ，証明書を作成するのに必要な資料とするために「監査記録」を作成し
なければならない。
証明者は，慎重な注意をもって，「監査」終了後も相当の期間，「監査記録」を整
理保存し，依頼人の許可なくして，その全部，または一部を他人に示してはならな
い。
8 証明者は，「監査」に当たっては，会社と「監査」契約を締結するものとする。
なお，会社の状況，特に帳簿組織， 管理組織が著るしく不備なため， 「監査」の
実施が不可能と認められる場合には， 「監査」契約の締結を見合せるかまたはその
不備な点の改善について指導を行うものとする。
第2 通常の監査手続
（一） 予備調査の手続
1. 初度監査の予備調査
証明者が，初めて会計帳筵適法作成証明を行う会社について実施する予備調査
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の手続は，次のとおりである。
(1) 会社の概況を把握するため会社の沿革，業務内容，資本系統，金融関係，役
員およぴ関係職員の氏名，職責，取引先関係，取引条件その他「監査」のため
に必要な重要事項について，関係書類等を閲覧し，または責任者に質問して調
査する。
(2) 会社の過去における経営成績，財政状態，利益処分および資金状況の概要を
把握するため，過年度の計算書類等を調査する。
(3) 帳簿組織，管理組織を確かめるため，適当な方法によってその整備の状況を
調査する。
(4) 経理規程，その他の書類または会社の会計慣行を調査し検討する。
(5) 事業年度の開始日における重要な貸借対照表項目の勘定残高につき，必要な
範囲において過年度にさかのぼり，その当否を確かめる。
2. 連続「監査」の予備調査
証明者が，前年度から連続して，会計帳簿適法作成証明を行う会社について実
施する予備調査においては， 1の調査事項のうち，変更のある事項について調査
検討する。
（二） 期中記帳の「監査」手続
期中記帳の「監査」目的は期中における記幌が整然かつ明瞭に，適正正確になさ
れているかを確かめるにある。
1 硯金，預金に関する記帳
硯金，預金については，記帳の基礎となる資料（原始記録・伝票）およびそれ
を証する書類（証憑書類）と関係帳簿を照合し，収支の記帳の正確性を礁かめ
る。
2 売上高，仕入高に関する記帳
売上高および仕入高については，記帳の基礎となる資料（原始記録）およびそ
れを証する書類（証憑書類）と関係帳簿を照合し，売上および仕入関係の記帳の
正確性を確かめる。
3 その他の取引
上記に準じて「監査」する。
4 期中残高「監査」
必要に応じて月次，四半期もしくは半期毎に，必要と隠めた事項について計算
•書類項目の「監査」手続を行う。
（三） 計算書類項目の「監査」手続
計算書類項目の「監査」目的は，貸借対照表に属する勘定項目の残高及び損益計
算書に属する勘定科目の記帳の当否を確かめ，会計帳簿の記載が適正正確かどうか
を確かめるにある。
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なお，次に掲げる「監査」手続を行うほか．貸借対照表，損益計算書およぴ附属
明細書の記載が会計帳簿の記載と合致しているかどうかを確かめるため，両者の金
額を照合するものとする。
（注1) 実査．立合．確恩について
実査．立合，確認は，簡易化の立場から，原則として行わず，会社の実施した記
録の閲覧で代替することとしているが，会社の規模，乳業態によっては，これが必要
な場合があるので， 「必要と認める場合には，これを実施する」とした。なお，少
なくとも会社の実施状況を実地に概観（視閲）する程度は必要でないかとの意見が
あり，今後の検肘事項とした。
（注2) 固定資産，借入金に関して
必要があるときは，固定資産の相続税の評価額．借入金の担保等を確かめること
としたのは， 債権者は，財産在高， 信用の状況に関心があり， 特に固定資産の時
価，借入金の担保状況を開示するこは有用であるとの見地から，敢えてこれを行う
ものとした。
1. 硯金預金
(1) 硯金については，関係帳簿残高と照合し，会社の行った実査記録を閲覧する。
(2) 必要と認めた場合には，実査，立会または視閲を行う。
(3) 預金については，関係帳簿残高と照合し．預金先の残高証明書，証書もしくは
通帳を閲覧する。
2. 手形債権
（1) 手形債権については．明細表および関係帳簿残高と照合し，会社の行った実査
記録外部の保管証書もしくは通帳を閲覧する。
(2) 手形債券については，勘定分析等により残高の妥当性を確かめる。
特に金融手形の有無を調査し，処理の妥当性を確かめる。
(3) 必要と認めた場合には，債務者に対して確恩を行う。
(4) 手形債権の回収可能性を吟味して，取立不能額を控除し，適正な評価が行われ
ているかどうかを確かめる。
3. 売掛金
(1) 売掛金の明細表と関係帳簿残高を照合し，勘定分析等により残高の妥当性を確
かめる。
(2) 必要と認めた場合には，債務者に対して確認を行う。
(3) 売掛金の回収可能性を吟味して，取立不能額を控除し，適正な評価が行われて
いるかどうかを確かめる。
4. 貸付金
(1) 貸付金については，明細表およぴ関係帳簿残高と照合し，勘定分析等により残
高の妥当性を確かめる。
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(2) 必要と認めた場合には，債務者に対して礁認を行う。
(3) 貸付金の回収可能性を吟味して，取立不能額を控除し，適正な評価が行われて
いるかどうかを確かめる。
5. 有価証券
(1) 有価証券については，明細表および関係帳簿残高と照合し，会社の行った実査
記録，外部の保管証書もしくは通帳を閲覧する。
(2) 必要と認めた場合には，実査，立会または視閲を行う。
(3) 有価証券の評価が，所定の基準に従って適正に行われているかどうかを確かめ
る。
(4) 評価損を計上すべき場合には，それが適正に計上されているかどうかを確かめ
る。
6. たな卸資産
(1) たな卸資産については，明細表および関係帳簿と照合し，会社の行った実地た
な卸の実施記録，外部の保管を証する書類を閲覧する。
(2) 必要と恩めた場合には，実地たな卸の立会または視閲を行う。
(3) たな卸資産の評価が，所定の基準に従って適正に行われているかどうかを確か
める。
(4) 評価損を計上すべき場合には，それが適正に計上されているかどうかを確かめ
る。
7. 固定資産
(1) 固定資産については，明細表および関係帳簿残高と照合し，勘定分析等により
期末残高の妥当性を確かめる。
(2) 減価償却は，相当の償却が行われているかどうかを確かめる。
(3) 必要があるときは，固定資産税もしくは相続税の評価額を確かめるとともに，
借入金の担保に供しているかどうかを確かめる。
＆繰延資産
(1) 繰延資産については，明細表および関係帳簿残高と照合する。
(2) 繰延資産の内容を分析して，これを次期以降に繰延べることの適否を確かめ
る。
(3) 繰延資産の償却が，所定の基準に従って適正に行われているかどうかを確かめ
る。
9. 手形債務
(1) 手形債務の明細表と関係帳薄残高を照合し，勘定分析等により残高の妥当性を
確かめる。
特に金融手形については，その有無を調査し，処理の妥当性を確かめる。
(2) すべての手形債務が，会計帳締に記載されているかどうかについて，会社に対
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し質問し報告を求める。
10. 買掛金，未払金
(1) 買掛金の明細表と関係帳締残高を照合し勘定分析等により残高の妥当性を確か
める。
(2) すべての買掛金が，会計帳簿に記載されているかどうかについて，会社に対し
質問し報告を求める。
(3) 未払金については，買掛金に準じて行う。
11. 借入金
(1) 借入金の明細表および関係帳簿残高と照合し，勘定分析等により残高の妥当性
を確かめる。
(2) 借入先の残高証明書を閲覧するとともにすべての借入金が会計帳薄に記載され
ているかどうかについて，会社に対し質問し報告書を求める。
(3) 借入金の借入条件および担保の状況を確かめる。
12. 経過項目
前払費用，未払費用，前受収益または未収収益については，明細表と関係帳簿残
高を照合し，勘定分析等により処理および残高の妥当性を礁かめる。
13. 引当金
(1) 引当金については，明細表と関係擬簿残高を照合し，勘定分析等により処理お
よび計上の妥当性を確かめる。
(2) 引当金の取崩しについては，処理の妥当性を確かめる。
14. 資本
(1) 増減資された時は，適正になされたかどうかを確かめる。
(2) 資本剰余金および利益剰余金については，勘定分析等により残高の妥当性を確
かめる。
15. 売上高
(1) 売上高については，関係帳簿と照合する。
(2) 売上高が，所定の基準に従って適正に計上されているかどうかを確かめる。
(3) 売上控除項目については，その処理の妥当性を確かめる。
16. 売上原価
(1) 売上原価については，関係娠簿と照合する。
(2) その内容を検討し，その計上金額の妥当性を確かめる。
17. 諸費用項目
(1) 販売費および一般管理費，営業外費用ならびに特別損失については，関係帳簿
と照合する。
(2) その内容を検討し，その金額の妥当性を確かめる。
18. 諸収益項目
中小会社監査についての日税連への批判（高柳） （357)97 
(1) 営業外収益，特別利益については，関係帳簿と照合する。
(2) その内容を検討し，その金額の妥当性を確かめる。
19. 仮勘定
仮勘定については，勘定分析等により，勘定項目またはその金額が決算日におい
て未確定のものであるかどうかを確かめる。
